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る」が 87.7％で，ほとんどの地方自治体では 1 つ設置しているが，回答いただいた自治体 84 団













































































































 規制緩和の推進に着目すると，平成 7（1995）年 3 月「規制緩和推進計画」が閣議決定




成 10（1998）年 1 月に規制緩和委員会が設置され，同年 3 月「規制緩和推進 3 ヵ年計画」
が策定された． 




































































































































































































































































































































































































































年 9 月）よりも 638 件の増加となった．そのうち，図書館の含まれる文教施設は 275 件で
あり，施設種別では地域集会所や公民館が多い．指定取り消しとなった文教施設の指定期


















された施設数の割合の上位 3 県は表 2 の通りで，施設数の上位 3 県とは異なった結果とな
った． 
 
表 2. 都道府県別の指定管理者制度導入施設数 
順位 区分 導入率 
1 愛知県 90.3% 
2 山梨県 80.0% 



















 平成 17（2004）年，平成 20（2007）年と平成 23（2010）年の「社会教育調査」では，
種類別指定管理者別施設数として，社会教育関係施設のうち指定管理者制度が導入された
施設の調査が実施されている．全数としては，社会教育関係施設には指定管理者制度が導
入されている施設が平成 23 年度の調査時点で 26.2%あり，社会教育関係施設のなかでも，
文化会館が最も多く 53.7%に指定管理者制度が導入されている．表 3 は，筆者が「社会教
























区分 施設数 導入数 割合 施設数 導入数 割合 施設数 導入数 割合
公民館
（類似施設含む） 18,173 672 3.7% 16,561 1,351 8.2% 15,392 1,319 8.6%
図書館
（類似施設含む） 2,955 54 1.8% 3,140 203 6.5% 3,249 347 10.7%
博物館
667 93 13.9% 704 134 19.0% 724 158 21.8%
博 物 館
類似施設 3,356 559 16.7% 3,467 965 27.8% 3,522 1,053 29.9%
青 少 年
教育施設 1,320 221 16.7% 1,101 369 33.5% 1,020 393 38.5%
女性教育
施　　設 91 14 15.4% 281 78 27.8% 277 88 31.8%
社会体育施
設* 27,800 5,766 20.7% 27,709 8,855 32.0% 27,469 9,714 35.4%
文化会館
1,749 626 35.8% 1,741 874 50.2% 1,742 935 53.7%
生涯学習セ
ンター … … … 384 68 17.7% 409 91 22.2%

































れによれば 2004 年以降，指定管理者制度を導入した図書館は年々増加しており，2013 年
11 月調査時点では 293 館81)になる．その一方で，指定管理者制度を導入する予定はないと
いう回答をしている地方自治体も散見される．現在，指定管理者制度によって運営されて














表 4 都道府県別の図書館への指定管理者の自治体単位での導入率 
 
表 4 をみてみると，導入率の高い順の上位三位は，第一位が栃木県 46.2%で，第二位が
都道府県 導入自治体数 自治体数* 導入率**
1 北海道 6 179 3.4%
2 青森県 3 40 7.5%
3 岩手県 0 33 0%
4 宮城県 2 35 5.7%
5 秋田県 0 25 0%
6 山形県 6 35 17.1%
7 福島県 1 59 1.7%
8 茨城県 1 44 2.3%
9 栃木県 12 26 46.2%
10 群馬県 1 35 2.9%
11 埼玉県 7 63 11.1%
12 千葉県 4 54 7.4%
13 東京都 23 62 37.1%
14 神奈川県 2 33 6.1%
15 新潟県 7 30 23.3%
16 富山県 0 15 0%
17 石川県 1 19 5.3%
18 福井県 0 17 0%
19 山梨県 2 27 7.4%
20 長野県 3 77 3.9%
21 岐阜県 6 42 14.3%
22 静岡県 1 35 2.9%
23 愛知県 10 54 18.5%
24 三重県 3 29 10.3%
25 滋賀県 0 19 0%
26 京都府 0 26 0%
27 大阪府 4 43 9.3%
28 兵庫県 7 41 17.1%
29 奈良県 2 39 5.1%
30 和歌山県 0 30 0%
31 鳥取県 0 19 0%
32 島根県 1 19 5.3%
33 岡山県 1 27 3.7%
34 広島県 4 23 17.4%
35 山口県 1 19 5.3%
36 徳島県 5 24 20.8%
37 香川県 4 17 23.5%
38 愛媛県 3 20 15.0%
39 高知県 2 34 5.9%
40 福岡県 14 60 23.3%
41 佐賀県 1 20 5.0%
42 長崎県 2 21 9.5%
43 熊本県 2 45 4.4%
44 大分県 1 18 5.6%
45 宮崎県 3 26 11.5%
46 鹿児島県 8 43 18.6%
47 沖縄県 2 41 4.9%







































































































図書館名 事例論文数 2004-2005年 2006-2007年 2008-2009年 2010-2011年 2012-2013年
北九州市図書館 5 2 3
山中湖情報創造館 4 2 1 1
横浜市山内図書館 4 3 1
北海道県立図書館 3 3
静岡市立図書館 3 3
岩手県立図書館 3 1 1 1
箕面市立図書館 3 3



































































































今回調査 平成 24（2012）年 9月１日から 10月 31日まで 
（前回調査 平成 23（2011）年 10月 5日から 11月 5日まで） 
 
4.1.5 回収率 
















































指定都市 20 1.1% 6 3.8% 6 6.2%
中核市 42 2.3% 3 1.9% 1 1.0%
特例市 40 2.2% 6 3.8% 3 3.1%
特別区 23 1.2% 10 6.3% 10 10.3%
市 790 42.8% 91 57.6% 59 60.8%
町 746 40.5% 37 23.4% 16 16.5%
村 183 9.9% 5 3.2% 2 2.1%





Q2  指定管理の業務範囲について，あてはまるものを一つお選びください． 
Q3  どのような理由でその管理者に決定しましたか．(複数選択可) 
 
2) 広報について 




















Q14  上記 Q13.で 1～4と選択した方へお尋ねします．参考にした資料は何ですか  
 
5) 選定について 
Q15  指定管理者の選考方法はどのような方法でしたか． 








































表 7 指定管理者の種別 
（複数回答） N=101 
1.民間事業者 55 54.5% 
2.自治体の出資法人 18 17.8% 
3.NPO 法人 21 20.8% 











表 8 指定管理の業務範囲 
  
N=97 
1.図書館業務全般を任せている 75 77.3% 
2.一部業務のみ任せている 20 20.6% 











表 9 指定管理者を決定した理由 
（複数回答可） N=97 
1.当該館での経験のある人材を有する 23 24.0% 
2.経営理念が適切である 47 49.0% 
3.業務遂行能力がある 68 70.8% 
4.営利企業でない 17 17.7% 
5.自治体の意向を反映しやすい団体である 20 20.8% 
6.比較的コストがかからない 36 37.5% 








表 10 指定管理者の公募非公募 
  
N=97 
1.はい 74 76.3% 







表 11 非公募の理由 
  
N=23 
1.業務の専門性を維持するため 9 39.1% 
2.新規事業者の参入が見込めないため 3 13.0% 
3.地方公社職員の雇用を配慮したため 1 4.3% 












表 12 公募の広報手段 
（複数回答可） N=97 
1.自治体ホームページ 72 75.0% 
2.区報などの自治体発行広報紙 57 59.4% 
3.指定管理者に関するウェブページ 6 6.3% 
4.指定管理者制度専門誌 0 0.0% 
5.窓口での案内 18 18.8% 








表 13 公募の際に指定管理者の資格要件の明示 
  
N=74 
1.はい 64 86.5% 
2.いいえ 7 9.5% 

























表 15 応募者からの質問 
  
N=79 
1.あった 56 70.9% 






















表 16 公募から締め切りまでの期間 
 
N=75 






16のようになった．平均値は 33.7日間，最大値は 90日間，最小値は 5日間である．回答
を得られた 75団体のうち，40日間以上は 13団体，10日間以下は 5団体となった． 
 
表 17 募集要項の策定 
  
N=93 
1.はい 83 89.2% 








表 18 募集要項を策定する所管部署 
 （自由記述） N=64 
担当課    
教育委員会 
生涯学習課 29 45.3% 
社会教育課 8 12.5% 
図書館 5 7.8% 
その他 8 12.5% 
図書館   12 18.8% 












表 19 図書館の運営方針の策定方法 
  N=86 
1.以前から策定していた図書館の運営方針を参考に策定した 48 55.8% 
2.指定管理者導入にあたって，新たに図書館の運営方針を策定した 10 11.6% 
3.地方自治体の図書館政策に基づいて運営方針を策定した 10 11.6% 
4.地方自治体の文化政策に基づいて運営方針を策定した 3 3.5% 
5.その他 1 1.2% 








表 20 図書館の運営方針を策定する際の参考資料 




図書館条例 図書館条例 14 20.9% 
直営時の運営方針 直営時の運営方針 6 9.0% 
市の施策に基づく計画  
総合計画 2 3.0% 
生涯学習計画 4 6.0% 
図書館構想 3 4.5% 
拡充計画 2 3.0% 
他団体の方針 他市の資料 6 9.0% 
内部参照 
前回の選考時の資料 3 4.5% 
内部資料 3 4.5% 
その他 
その他 4 6.0% 









表 21 選考方法 
 
 N=93 
1.一般競争入札 0 0.0% 
2.公募型プロポーザル方式 55 59.1% 
3.総合評価方式 24 25.8% 







表 22 選考での評価方法の広報 
  N=91 
1.金額のみ 1 1.1% 
2.金額と提案内容 7 7.7% 
3.評価項目を規定した 53 58.2% 
4.広報していない 27 29.7% 













表 23 選考での複数段階の審査の有無 
  
N=91 
1.はい 48 52.7% 







表 24 複数段階審査の内容 
  
N=48 
1.選考委員会等による複数段階審査 41 85.4% 
2.行政担当者による複数段階審査 4 8.3% 








表 25 選考過程での話し合い 
  
N=87 
1.業務を確認する話し合いがあった 15 17.2% 
2.業務に関する事業者の提案を聞いた 47 54.0% 
3.話し合いはない 20 23.0% 











表 26 事業者の実績は選考基準に含まれるかの是非 
 
N=88 
1.含まれる 55 62.5% 
2.主な評価基準ではないが，参考にする 23 26.1% 
3.含まれない 9 10.2% 








表 27 選考委員会の設置の有無 
  N=91 
1.ある 81 89.0% 














表 28 選考委員会の規定の有無 
  N=82 
1.規定はある 53 64.6% 















表 29 選考委員等同士での意見の対立 
  
N=83 
1.あった 9 10.8% 
























表 31 パブリックコメント募集の実施 
  N=87 
1.はい 9 10.3% 
2.いいえ 75 86.2% 








表 32 パブリックコメント等の活用方法 
N=8 
1. 図書館の運営方針作成の際に参考にした 4 
2. 選考委員会や検討会で取り上げて議論した 2 
3. 委員全員に配布した 0 
4. 民間事業者等に閲覧できるようにした 0 









































公募から締切までの期間について，平均値は 33.7日間，中央値は 31日間，最大値は 90






























































































計を行った結果，表 33のようになった．  
 














表 34 指定管理者の区分と公募非公募の関連表（N=97） 
 
公募 非公募 計
回答数 5 1 6
割合 83.3% 16.7% 100%
回答数 1 0 1
割合 100% 0% 100%
回答数 3 0 3
割合 100% 0% 100%
回答数 10 0 10
割合 100% 0% 100%
回答数 44 15 59
割合 74.6% 25.4% 100%
回答数 10 6 16
割合 62.5% 37.5% 100%
回答数 1 1 2












回答数 51 1 52
割合 98.1% 1.9% 100%
回答数 7 10 17
割合 41.2% 58.8% 100%
回答数 13 8 21
割合 61.9% 38.1% 100%
回答数 3 4 7





































回答数 0 0 0
割合 0% 0% 0%
回答数 54 1 55
割合 98.2% 1.8% 100%
回答数 17 7 24
割合 70.8% 29.2% 100%
回答数 2 12 14
割合 14.3% 85.7% 100%







回答数 70 11 81
割合 86.4% 13.6% 100%
回答数 2 8 10



























表 38 自治体の規模と指定管理者の区分の関連表（N=101） 
 
公募 非公募 総計
回答数 45 8 53
割合 84.9% 15.1% 100%
回答数 26 3 29
割合 89.7% 10.3% 100%








回答数 5 1 0 0 6
割合 83.3% 16.7% 0% 0% 100%
回答数 1 0 0 0 1
割合 100% 0% 0% 0% 100%
回答数 3 0 0 0 3
割合 100% 0% 0% 0% 100%
回答数 10 0 2 0 12
割合 83.3% 0% 16.7% 0% 100%
回答数 31 11 15 4 61
割合 50.8% 18.0% 24.6% 6.6% 100%
回答数 5 5 3 3 16
割合 31.3% 31.3% 18.8% 18.8% 100%
回答数 0 1 1 0 2
割合 0% 50.0% 50.0% 0% 100%










































回答数 0 3 2 1 6
割合 0% 50.0% 33.3% 16.7% 100%
回答数 0 1 0 0 1
割合 0% 100% 0% 0% 100%
回答数 0 3 0 0 3
割合 0% 100% 0% 0% 100%
回答数 0 8 2 0 10
割合 0% 80.0% 20.0% 0% 100%
回答数 0 32 15 9 56
割合 0% 57.1% 26.8% 16.1% 100%
回答数 0 8 4 3 15
割合 0% 53.3% 26.7% 20.0% 100%
回答数 0 0 1 1 2
割合 0% 0% 50.0% 50.0% 100%
































回答数 6 0 6
割合 100% 0% 100%
回答数 1 0 1
割合 100% 0% 100%
回答数 3 0 3
割合 100% 0% 100%
回答数 8 1 9
割合 88.9% 11.1% 100%
回答数 50 7 57
割合 87.7% 12.3% 100%
回答数 12 2 14
割合 85.7% 14.3% 100%
回答数 1 0 1
割合 100% 0% 100%














回答数 4 2 6
割合 66.7% 33.3% 100%
回答数 0 1 1
割合 0% 100% 100%
回答数 2 1 3
割合 66.7% 33.3% 100%
回答数 9 1 10
割合 90.0% 10.0% 100%
回答数 30 18 48
割合 62.5% 37.5% 100%
回答数 7 6 13
割合 53.8% 46.2% 100%
回答数 1 0 1
割合 100% 0% 100%








































































































































する」と回答が得られたのは 5団体で，回答保留が 2団体となった． 












依頼した 35団体のうち，インタビュー調査を実施したのは 7団体となった． 
2014年 1月 16日時点で，協力が得られた地方自治体は，表 42のとおりで，インタビ
ュー順に示した． 
 
表 42 実施団体の概要 
  人口（約） 図書館数 導入館数 導入率 公募非公募 導入年 
A 自治体 60,000 1 1 100% 公募 2010 
B 自治体 170,000 9 2 22% 公募 2010 
C 自治体 40,000 1 1 100% 公募 2009 
D 自治体 50,000 1 1 100% 公募 2009 
E 自治体 30,000 1 1 100% 非公募 2009 
F 自治体 30,000 1 1 100% 公募 2009 
G 自治体 320,000 10 6 60% 公募 2009 
















































































































 ・映画会が 2回→4回 
 ・本の見せ方が良くなった→POP等の装飾 
 ・学校への出張読み聞かせが 2ヶ所→全校 
 ・貸出冊数と利用登録者数が増えた 
相互貸借等の事務作業が早くなった 





5.2.2 B自治体  



















































































































7月 1回目 選考委員会が選考基準について協議 
10月 公募（募集要項の必要項目を満たしているか，必要書類があるか見る） 















































































































































































・平成 12年 第四次市総合計画の中で「市民の手による生涯学習の展開」 
・平成 13年 総合計画を受けて施設設置，施設文化実行委員会（市民が設置）当面は市職員が運
営されていた． 
・平成 17年 団体設立準備会設置 
・同年 11月 団体審議会設置 
・平成 18年 3月 審議会の報告書が提出される 
・同年 6月 団体が設立 
・平成 19年，20年 に引き継ぎ．市職員と団体職員が混在した状態． 
・平成 21年 には完全委託．図書館はここから引き継ぎ開始． 



















































































A 館長（正職員）1 名，正職員 8 名，準職員（臨時職員のようなもの）3 名，パート 2 名，障害



































































































































































































ついて各地方自治体別にまとめると， 表 43のとおりである． 
 
表 43 インタビュー回答者の所属と図書館における業務 
 所属 図書館における担当業務 
A 自治体 生涯教育課 指定管理者と首長部局や市民との調整 





D 自治体 生涯学習スポーツ課 公民館，図書館，文化会館等の施設の管理全般．主に指
定管理者との連絡調整役 



































































































































































































































2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 計
11 58 49 47 52 61 18 37 333
図書館経常費分析館数 2 30 12 19 20 12 7 8 110
資料費分析館数 1 28 12 19 20 13 5 8 106


































少しているが，平成 19（2007）年から平成 22（2010）年まではやや増加傾向にあり，平成 23
（2011）年からは減少傾向にある．これに対して，「未導入図書館経常費」では，平成 15（2003）
年から平成 22（2010）年まではゆるやかな増加傾向にあり，平成 22（2010）年から平成 23（2011）
年にかけて著しく増加し，平成 23（2011）年から平成 24（2012）年は微増している．  































図 3 政令市の導入館と未導入館の資料費比較 
 









図 4 特別区の導入館と未導入館の図書館経常費比較 
 図 4をみてみると，最も高低差のある線グラフが「導入特別区図書館経常費平均」であること
がわかる．平成 18（2006）年から平成 19（2007）年にかけて激減し，平成 19（2007）年から
 83 
 
















































































































2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年
全国図書館経常
費平均
57178.3 54589.2 56135.2 57570.6 60052.1 63394.0 64661.3 63505.5 67681.5 68619.2
全未導入図書館
経常費平均
49006.6 47037.0 48497.4 50140.3 52014.8 54650.1 55495.6 56205.1 69340.8 70638.4
全導入図書館経
常費平均
50372.3 48053.1 46626.1 41574.5 43571.5 47248.8 51515.3 58301.0 56437.3 55156.8
未導入政令市図
書館経常費平均
26159.5 25026.9 20091.0 21632.3 23127.3 23479.8 22848.7 25100.3 25675.8 23223.2
導入政令市図書
経常費平均
172243.6 163445.8 152130.2 86523.0 109353.0 135910.4 140800.2 156088.8 159811.4 178717.2
未導入特別区図
書館経常費平均
57975.8 67790.5 76324.4 93074.1 97981.2 105319.3 112543.4 122891.3 122769.2 119262.6
導入特別区図書
館経常費平均
82971.2 77567.4 107501.6 106165.4 63283.4 129224.0 156171.8 141622.6 144811.2 59477.6
未導入市図書館
経常費平均
42241.0 38912.4 32291.0 28862.7 28659.2 29969.7 29835.9 28964.4 29510.3 30101.4
導入市図書館経
常費平均
51149.3 48940.6 47565.1 43516.0 47546.7 46582.2 51502.7 61465.4 57644.2 61592.6
未導入町村図書
館経常費平均
50108.4 53351.5 54307.7 60968.4 63320.2 67644.5 71189.6 75927.8 76139.8 74682.0
導入町村図書館
経常費平均
26159.5 25026.9 20091.0 21632.3 23127.3 23479.8 22848.7 25100.3 25675.8 23223.2
（千円）
2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年
全国資料費平均 16491.7 15651.7 15903.0 15858.5 15681.4 16270.1 15601.9 16526.5 15312.1 15390.9
全未導入資料費
平均
14047.5 13430.3 13553.0 13559.9 13406.0 13841.5 13233.5 13063.1 15614.6 15614.7
全導入資料費平
均
15329.4 13858.8 14208.5 14492.0 13674.3 13591.2 14006.9 14422.4 14220.8 14526.9
未導入政令市資
料費平均
21768.0 20004.9 17848.7 16500.9 17457.2 17589.2 14560.4 14960.0 14725.4 14360.6
導入政令市資料
費平均
25064.5 22353.8 22546.3 34267.3 33927.0 38407.8 42475.8 45237.5 46983.5 52202.0
未導入特別区資
料費平均
15100.0 17146.1 17305.7 18272.8 18761.3 20215.4 19679.0 19788.9 19293.7 19242.2
導入特別区資料
費平均
20948.0 20383.2 37703.6 44282.8 34279.8 35880.4 32012.6 31847.6 29967.6 31546.0
未導入市資料費
平均
11627.3 10949.5 8970.1 7986.2 7804.3 7833.9 7349.7 7328.1 7101.6 7263.3
導入市資料費平
均
16977.0 15220.7 14880.8 14563.3 14013.6 13766.0 14318.1 14653.8 14300.4 14244.3
未導入町村資料
費平均
4969.6 4960.2 4312.4 4115.0 3979.2 4112.8 3929.9 4071.3 3613.6 3745.8
導入町村資料費
平均





は，指定管理者制度の計画を立案し予算をたてるのに 1年，選考に 1年と仮定し，導入前 2年間
としたため，導入後も同様に 2 年間とした．また，本分析で用いた日図協調査は平成 15（2003）
年から平成 24（2012）年までのため，平成 22（2010）年度までの分析を行った． 
  
 







の削減がされたのではと推察される．図 10で用いた数値は，表 47のとおりである． 
 
表 47 導入年度別の導入前後 2年間の図書館経常費一覧 
 
（千円）
導入前2年 導入前1年 導入年 導入後1年 導入後2年
2005年 32691.0 31603.5 11786.5 11827.0 19929.5
2006年 69027.4 64770.6 50511.6 51694.5 57381.9
2007年 51367.1 47531.5 41844.5 61359.2 39923.9
2008年 39784.3 51507.9 47842.5 56593.2 61136.8
2009年 43599.9 43936.7 64093.9 57720.5 59103.0
2010年 32184.8 34288.7 47716.0 50225.4 43373.7
平均値 44775.7 45606.5 43965.8 48236.6 46808.1




図 11 導入年度別の導入前後 2年間の資料費比較 
 
図 11 をみてみると，平均値と中央値は共に導入前と導入後を比較しても減少傾向や増加傾向
は見られない．2008 年と 2010 年のみ導入後にごく緩やかな増加傾向がみられる．したがって，
資料費においては指定管理者制度の導入前と導入後を比較してみると，減少傾向が見られず，導
入前とほぼ同じ数値で推移しているため，経費の削減はされていないのではないかと推察される．
図 11で用いた数値は表 48のとおりである． 
 










導入前2年 導入前1年 導入年 導入後1年 導入後2年
2005年 10112.0 12046.0 12061.0 11944.0 10464.0
2006年 16896.9 15948.0 16985.7 16549.1 17092.1
2007年 13690.8 13201.4 12934.9 13493.9 12411.5
2008年 14512.3 14401.1 13551.7 15651.1 15974.2
2009年 16217.4 15324.8 16027.0 16027.9 15714.1
2010年 10897.5 10157.5 12073.2 12105.4 12145.0
平均値 13721.1 13513.1 13938.9 14295.2 13966.8











































































































公募が 36 件のうち 22 件が公募だったのに対して，2 期目は 30 件が公募となった．4）2 期目の
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